
予備講習を履修される皆様への免許状更新講習受講免除
申請についての注意事項

平成２０年度に本大学・法人が開設する予備講習を受講し、履修認定され
て「予備講習履修証明書」を受け取り、平成２１年度以降に都道府県教育委
員会に免許状更新講習の受講免除の認定申請を行うに際しては下記の事項を
ご確認ください。

①免許状更新講習の受講免除の認定申請を行うことができる方
免許状更新講習の受講免除の認定申請を行うに際しては、本年度の予備講

習を受講する時点及び免除の認定申請を行う時点で以下の（１）～（３）の
条件を全て満たすことが必要です。

（１）平成２１年３月３１日までに授与された教諭、養護教諭の普通免許
状、教諭の特別免許状のいずれかの免許状を持っている方であること。

（２）下記のいずれかの職にある方であること
①国公私立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別

支援学校に勤務する校長（園長）、副校長（副園長）、教頭、主幹教
諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭及び講師（臨時
講師、非常勤講師を含む。）

②教育委員会において学校教育又は社会教育に関する専門的事項の指導
等に関する事務に従事している者（指導主事、社会教育主事等）

③地方公共団体の職員、小学校等を設置する国立大学法人又は学校法人
の役職員（学校法人理事等）であって免許管理者が定める方

（３）平成２３年３月３１日が最初の修了確認期限である方（平成２３年
３月３１日時点で満３５歳（昭和５０年４月２日～昭和５１年４月１日
生まれ）、満４５歳（昭和４０年４月２日～昭和４１年４月１日生まれ）、
満５５歳（昭和３０年４月２日～昭和３１年４月１日生まれ）の方）

※ただし、上記の（１）～（３）の条件を全てを満たすものの下記の①～⑤のいず

れかに該当する方は、予備講習を受講し、履修認定を受けなくても、平成２１年

４月１日から平成２３年１月３１日までの間に免許管理者に免許状更新講習の受

講免除の認定申請を行うことにより、免除の認定を受けることができます。

①平成２１年４月１日以降の申請の時点で校長（園長）、副校長（副園長）、教頭、

主幹教諭、指導教諭の職にある方

②平成２１年４月１日以降の申請の時点で教育委員会において学校教育又は社会

教育に関する専門的事項の指導等に関する事務に従事している者（指導主事、

社会教育主事等）

③平成２１年４月１日から申請の時点までに免許状更新講習の講師となった方

④平成２１年４月１日以降の申請の時点で地方公共団体の職員、小学校等を設置

する国立大学法人又は学校法人の役職員（学校法人理事等）であって免許管理

者が定める方

⑤免許管理者が定める優秀教員表彰を平成１３年度以降に受けた方



※平成２０年度に受講した時点で上記の（２）①～③のいずれかの職にあっ
て、３０時間以上の予備講習を受講し、「予備講習履修証明書」を受けと
った場合でも、平成２１年４月以降の申請時点で上記の（２）①～③のい
ずれの職にもない場合は、免許状更新講習の受講免除の認定申請を行うこ
とはできません。

また、「予備講習履修証明書」は、「免許状更新講習修了証明書」とは
異なり、これにより更新講習修了確認を受けることはできません。

②申請期間、申請先
○申請期間：平成２１年４月１日から平成２３年１月３１日までの間
○申 請 先：免許管理者（勤務する学校等が所在する都道府県の教育委員会）

に免許状更新講習の受講免除の申請を行ってください。
※免許管理者は、居住地や持っている教員免許状を授与された

都道府県の教育委員会ではありませんのでご注意ください。

③申請に必要な書類、申請様式
免除の申請に際して必要となる申請書類の様式・内容は、各都道府県教育

委員会が本年度中に定める予定ですが、基本的には、免許状更新講習受講免
除認定申請書に「予備講習履修証明書」を添付することとなる予定です。

【予備講習の履修形態に応じた申請例】
例１：予備講習で「教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動

向及び学校の内外における連携協力についての理解に関する事項」及
び「教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」に関する講
習を３０時間以上受講し、履修認定を受けた場合
→平成２１年４月１日から平成２３年１月３１日までの間に「予備講

習履修証明書」を添えて免許管理者に免除の認定申請を行い、免除
の認定を受けることにより、免許状更新講習の受講免除がなされま
す。

例２：予備講習で「教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動
向及び学校の内外における連携協力についての理解に関する事項」に
関する講習（１２時間以上）を受講し、履修認定を受けた場合
→平成２１年４月１日から平成２３年１月３１日までの間に免許状更

新講習として開設される「教科指導、生徒指導その他教育の充実に
関する事項」に関する講習（１８時間以上）を受講し、履修認定を
受けた後、平成２３年１月３１日までに「予備講習履修証明書」及
び「免許状更新講習履修証明書」を添えて免許管理者に免除の認定
申請を行い、免除の認定を受けることにより、免許状更新講習の受
講免除がなされます。

例３：予備講習で「教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」に
関する講習（６時間）を受講し、履修認定を受けた場合
→平成２１年４月１日から平成２３年１月３１日までの間に免許状更

新講習として開設される「教職についての省察並びに子どもの変化、



教育政策の動向及び学校の内外における連携協力についての理解に
関する事項」に関する講習（１２時間以上）及び「教科指導、生徒
指導その他教育の充実に関する事項」に関する講習（１２時間以上）
を受講し、各講習の履修認定を受けた後、平成２３年１月３１日ま
でに「予備講習履修証明書」及び各「免許状更新講習履修証明書」
を添えて免許管理者に免除の認定申請を行い、免除の認定を受ける
ことにより、免許状更新講習の受講免除がなされます。

※例えば、平成２０年度に予備講習で「教科指導、生徒指導その他教育
の充実に関する事項」に関する講習（６時間）を受講し、履修認定を
受けただけでは、平成２１年４月１日以降に免許状更新講習の受講免
除の認定申請を行うことはできませんのでご注意ください。

【必要な手続き等の流れ】

《平成２０年度》

○各教諭等が、文部科学省ホームページ（ http://www.mext.go.jp ）や各大学等

のホームページを確認の上、受講を希望する予備講習を選択し、受講申込

書を取り寄せ、予備講習を開設する各大学等に受講を申し込みます。

予備講習は、平成２１年度以降に開設される免許状更新講習と同様に、下記の①、

②の双方又は①、②のいずれかを内容とするものが開設されます。

①「教職についての省察」、「子どもの変化についての理解」、「教育政策の動向につ

いての理解」、「学校の内外における連携協力についての理解」に関する事項

（１２時間以上）

②教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項（１８時間以上）

開設する大学によっては、①と②の双方を内容とする３０時間の予備講習を開設

する場合、①を内容とする１２時間の予備講習を開設する場合、②を内容とする６

時間、１２時間、１８時間のいずれかの予備講習を開設する場合があります。受講

する場合の例としては下記のとおりであり、各自で受講する講習を選択し、複数の

大学の講習を受講する場合には、各大学に受講を申し込むことが必要です。

例１：Ａ大学が開設する３０時間の講習（①を内容とするものを１２時間、②を内

容とするものを１８時間教授する講習）を受講

例２：Ａ大学が開設する１２時間の講習（①を内容とする講習）を受講

Ｂ大学が開設する６時間の「教科の指導法に関する講習」（②を内容とする講

習）を受講

Ｃ大学が開設する１２時間の「教科の専門知識に関する講習」（②を内容とす

る講習）を受講



※「②教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」に関する講習の受講に

当たっては、教諭の方は「教諭」を受講対象者としている講習、養護教諭の方は

「養護教諭」を受講対象者としている講習を受講することが必要です。助教諭、

講師、養護助教諭の方は、持っている免許状の種類、職を踏まえて、各自が判断

により受講してください。

※予備講習を何時間履修するかは、各自の考え方等によるものであり、本年度中に

必ず３０時間以上受講し、履修認定を受けなければいけないものではありません。

↓

○各大学等が受講者を決定します。

↓

○受講者は各大学等で予備講習を受講し、試験による成績審査により予備講

習の履修認定を受けます。

○各大学等は履修認定された受講者に「予備講習履修証明書」を発行します。

《平成２１年４月１日～平成２３年１月３１日》

○申請の時点で下記の①～③のいずれかの職にある方であることが必要です。

①国公私立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学

校に勤務する校長（園長）、副校長（副園長）、教頭、主幹教諭、指導教諭、

教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭及び講師（臨時講師、非常勤講師を

含む。）

②教育委員会において学校教育又は社会教育に関する専門的事項の指導等

に関する事務に従事している者（指導主事、社会教育主事等）

③地方公共団体の職員、小学校等を設置する国立大学法人又は学校法人の

役職員（学校法人理事等）であって免許管理者が定める方

※平成２０年度に受講した時点で上記の①～③のいずれかの職にあって、３０時間以上の

予備講習を受講し、「予備講習履修証明書」を受けとった場合でも、平成２１年４月以降

の申請時点で上記の①～③のいずれの職にもない場合は、免許状更新講習の受講免

除の認定申請を行うことはできません。また、「予備講習履修証明書」は、「免許状更新

講習修了証明書」とは異なり、これにより更新講習修了確認を受けることはできません。

○各予備講習受講者は平成２１年４月１日から平成２３年１月３１日までの間に受

講免除の申請書に「予備講習履修証明書」を添えて（予備講習を３０時間以



上履修していない方については、不足する時間分について、平成２１年４月１

日から平成２３年１月３１日までの間に免許状更新講習を受講し、履修した免

許状更新講習の履修証明書が必要。）、免許管理者に免許状更新講習受講

の免除の認定申請を行います。

↓

○申請を受けた免許管理者が免許状更新講習受講の免除を認定し、申請者に

認定したことを通知します。

↓

○認定を受けた方は、その修了確認期限（平成２３年３月３１日）までに更新講

習修了確認を受けたものとみなされ、当該修了確認期限の翌日から起算して

１０年を経過する日の属する年度の末日（平成３３年３月３１日）が次回の修了

確認期限となります。


